様式第１号（第３条関係）

交野市長　様

交野市地域密着型サービス事業者等指定事前協議書
事前協議実施要綱第３条の規定に基づき、以下のとおり事前協議書を提出します。
　　年　　月　　日　

	事業主体（法人名）
	

	法人の所在地
	

	代表者職・氏名
	職名
	
	氏名
	

	担当者名
	

	担当者連絡先
	電話
	
	FAX
	

	
	メール
	


○事業の概要
	事業所の名称
	
	事業開始予定年月
	　　年　　月

	事業所の所在地
	〒


	サービス種別
	□①夜間対応型訪問介護　　　□②（介護予防）認知症対応型通所介護
　□③地域密着型通所介護　　　□④定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　□⑤（介護予防）小規模多機能型居宅介護　　□⑥看護小規模多機能型居宅介護

	営業日
	
	曜日から
	
	曜日
	その他年間の休日
	

	サービス提供時間
	①の場合
	
	時
	
	分から
	
	時
	
	分まで（
	
	時間
	
	分）

	
	
	上記以外の時間帯が

ある場合
	

	
	②、③の場合
	１単位目
	
	時
	
	分から
	
	時
	
	分まで（
	
	時間
	
	分）

	
	
	
	※延長体制をとる場合：
	
	時
	
	分から
	
	時
	
	分まで

	
	
	２単位目
	
	時
	
	分から
	
	時
	
	分まで（
	
	時間
	
	分）

	
	
	
	※延長体制をとる場合：
	
	時
	
	分から
	
	時
	
	分まで

	（②、③）

単位数・利用定員
・種別
	実施単位数
	単位
	同時にサービス提供を受けることが
できる利用者の数の上限
	人

	
	単位ごとの状況
	１単位目
	２単位目
	３単位目

	
	
	利用定員
	人
	人
	人

	
	
	種別
	一般型・療養型
	一般型・療養型
	一般型・療養型

	（⑤、⑥）
登録定員、利用定員
	登録定員：　　　人
	通所定員：　　　　人
	宿泊定員：　　　　人

	通常の事業実施
地域
	

	併設施設
	併設事業所
	無　・　有（併設事業所数：　　事業所）

	
	事業所名
	

	
	サービス種別
	


○施設等の概要
	施設建物の構造
	（
	
	）造（
	
	階建ての
	
	階部分）

	
	延床面積（
	
	）㎡
	
	
	

	
	※既存建物の場合は、築年及び建築申請時の用途（
	
	年築:
	
	）

	主たる各部屋の
面積
	①機能訓練室（
	
	）㎡
	②食　堂（
	
	）㎡

	
	③静養室　　（
	
	）㎡
	④相談室（
	
	）㎡

	
	⑤浴　室　　（
	
	）㎡
	⑥脱衣室（
	
	）㎡

	
	⑦厨　房　　（
	
	）㎡
	⑧事務室（
	
	）㎡

	
	⑨居　室　　（
	
	）㎡
	⑩　　　（
	
	）㎡

	新築・改修工事の
着工予定日及び

竣工予定日
	着　工
	
	年
	
	月
	
	日


	
	竣　工
	
	年
	
	月
	
	日

	土地・建物の所有
及び使用状況
	土　地
	（所有者：
	
	）

	
	
	（使用状況：
	
	）

	
	建　物
	（所有者：
	
	）

	
	
	（使用状況：
	
	）


○人員配置の検討状況（職員確保及び配置計画）
	管理者
	

	生活相談員
（資格者の確保）
	

	看護職員
（資格者の確保）
	

	介護職員
	

	機能訓練指導員
（資格者の確保）
	

	その他
	


※職種ごとに配置予定員数及び現状の確保状況又は予定時期について記載してください。
○事業運営主体
	法人格
	法人格（　有　・　無　）無の場合　取得予定法人格（　　　　　　　　　　　）

	定款等への当該事業の記載
	　有　・　無　（記載予定時期：　　年　　　月）

	運営推進会議の設置見込み（②、③、④のみ）
	


○資金計画
	事業費
	①　施　設　整　備　費

②　設　　　備　　　費

③　土　地　取　得　費

④　造　　　成　　　費

⑤　 運　 転　 資　 金

⑥　そ　　　の　　　他
合　　　　　　　　　計
	
	円
円
円
円
円
円

円
	

	財源
	①　寄　　　付　　　金

②　借　　　入　　　金

③ 自　 己  　資  　金

合　　　　　　　　　計
	
	円
円
円
円
	　　年で償還予定


１　添付資料
	提出するもの
	確認欄

	①　事業所の平面図・立面図(各室面積・消防設備の設置予定がわかるもの）
	□

	②　事業所の周辺地図・土地等の現況写真
	□

	③　事業所の土地及び建物に係る登記簿謄本、その他土地・建物の取得及び賃借等の確保状況が確認できる書類
	□

	④　事業者の決算報告書(過去２年分）
	□

	⑤　事業者の登記事項証明書
	□

	⑥　代表者の経歴書（協議様式１）及び資格証明書の写し
	□

	⑦　役員名簿（協議様式２）
	□

	⑧　管理者の経歴書（協議様式３）及び資格証明書の写し
	□

	⑨　収支計画書（協議様式４）（原則２年分）
	□

	⑩　利用料等の積算根拠を記載した書類
	□

	⑪　事業内容企画書（協議様式５）
	□

	⑫　開発担当課等関係部署との協議記録（協議様式６～８）
	□
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